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市町村普通会計決算の状況 
 

１ 歳入歳出決算の規模 
 

平成 18 年度普通会計決算の規模は、歳入が９，２１２億１千３百万円で前年度比２．５％の減、歳出も 
８，９１９億２千万円で同２．４％の減となり、歳入、歳出とも５年連続前年度比マイナスとなった。 
 

２ 収  支 
 

  実質収支は２４３億７千１百万円の黒字で、前年度に比べ１千７百万円の減額となった。 
昭和 55 年度以降、全団体において黒字となっている。 

 

３ 歳  入 
○ 市町村税は２，８８６億９千７百万円で前年度より３３億８千４百万円、前年度比１．２％の増となった。 

このうち、市町村民税は同８．５％の増となった。その要因は、個人所得割が税制改正により同８．
６％の増、緩やかな景気回復により法人税割が１１．１％の増となった。 

○ 地方交付税は三位一体の改革の影響等により前年度比４．０％の減少し、地方交付税と臨時財政対
策債を合わせた地方交付税相当額も同４．７％の減となった。国庫支出金は普通建設事業の減少等
に伴い、同１１．０％の減となった。 
○ 地方債は投資的経費の抑制や臨時財政対策債の減少により同２．９％の減となった。 
 

４ 歳  出 
○ 義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は、前年度比０．３％の減となった。 

このうち、人件費は同２．３％の減、公債費も同０．５％の減となった。扶助費は、児童手当制度の拡
充等により、同４．８％の増となった。 

○ 投資的経費は前年度比８．２％の減となった。 
  このうち、普通建設事業費は補助事業費が同４．３％の減、単独事業費が同１４．０％の減となり、普通 
  建設事業費全体で同８．９％の減となった。 
○ その他の経費では、全体で前年度比２．２％の減少となった。除雪費用等の減少により維持補修費
が同１９．０％減となった。また、公営企業会計等への繰出金は同４．０％の増、将来の財政運営の安定
化をはかるための基金への積立金は前年度比４．７％の増となった。 

 

５ 主な財政指標 
○ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は県平均８２．５％（単純平均）となり前年度に比べ０．４ポイ
ント上昇した。 

○ 実質公債費比率は、算定方法の変更の影響もあり、対前年度１．３ポイント上昇し、県平均１７．７％
（単純平均）となった。 

 

６ まとめ 
○ 県内市町村の普通会計の状況は、地方税の増額分より地方交付税の減額分の方が大きくなり、一
般財源総額が落ち込んだこと。また、人件費などの経常経費の削減や投資的経費の抑制などから、歳
入・歳出ともに前年度を下回った。 
○ 公営企業会計等の元利償還金に充当した繰出金や一部事務組合の公債費に係る負担金等を含め
た実質公債費比率は、多くの市町村で前年度に比べ上昇しており、財政の硬直化が進んでる。 
○ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、平成２０年度決算より、４つの健全化判
断比率のいずれかが早期健全化基準以上に達した場合には、財政健全化計画等の策定が義務付け
られることとなった。このため、各市町村においては、財政状況を住民に分かりやすく公表するなど、透
明性の高い財政運営を行うとともに、早急に公営企業会計等を含めた指標を分析し、指標が高い団体
にあっては、その要因を特定し、改善に向けた対策を講じる必要がある。 

 



決  算  規  模

平成18年度 A 平成17年度 B 増減額 C=A-B 増減率  C/B

歳入総額  ｱ 9,212.13 億円 9,449.20 億円 △ 237.07 億円 △ 2.5 ％ 

歳出総額  ｲ 8,919.20 億円 9,141.38 億円 △ 222.18 億円 △ 2.4 ％ 

形式収支  ｳ=ｱｰｲ 292.92 億円 307.82 億円 △ 14.90 億円 △ 4.8 ％ 

実  質  収  支

平成18年度 A 平成17年度 B 増減額 C=A-B 増減率  C/B

形式収支  ｱ 292.92 億円 307.82 億円 △ 14.90 億円 △ 4.8 ％ 

　翌年度に繰り越す
　べき財源  ｲ

49.21 億円 63.94 億円 △ 14.73 億円 △ 23.0 ％ 

実質収支  ｳ=ｱｰｲ 243.71 億円 243.88 億円 △ 0.17 億円 △ 0.1 ％ 

積立金現在高の状況

平成18年度 A 平成17年度 B 増減額 C=A-B 増減率  C/B

財政調整基金 945.73 億円 909.88 億円 35.85 億円 3.9 ％ 

減  債  基  金 401.93 億円 403.68 億円 △ 1.75 億円 △ 0.4 ％ 

特定目的基金 1,329.17 億円 1,261.18 億円 67.99 億円 5.4 ％ 

合   計 2,676.83 億円 2,574.74 億円 102.09 億円 4.0 ％ 

地方債現在高の状況

平成18年度 A 平成17年度 B 増減額 C=A-B 増減率 C/B

地方債現在高 １兆459.68億円 １兆860.21億円 △ 400.53 億円 △ 3.7 ％ 

※ （注１）　各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。
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歳入決算額
対前年度
伸　　　率

歳出決算額
対前年度
伸　　　率

地方債現在高
対前年度
伸　　　率

経常収支
比　　　率

起債制限
比　　　率

実質公債費
比　　　   率

平成９年度 1兆547.48億円 △ 3.8 ％ 1兆282.81億円 △ 3.8 ％ 1兆1207.41億円 5.9 ％ 72.5 ％ 9.5 ％ ―

平成10年度 1兆930.77億円 3.6 ％ 1兆555.57億円 2.7 ％ 1兆1597.22億円 3.5 ％ 73.1 ％ 9.5 ％ ―

平成11年度 1兆978.59億円 0.4 ％ 1兆672.53億円 1.1 ％ 1兆1510.37億円 △ 0.7 ％ 74.2 ％ 9.4 ％ ―

平成12年度 1兆494.57億円 △ 4.4 ％ 1兆147.91億円 △ 4.9 ％ 1兆1433.10億円 △ 0.7 ％ 74.9 ％ 9.4 ％ ―

平成13年度 1兆666.96億円 1.6 ％ 1兆315.91億円 1.7 ％ 1兆1466.67億円 0.3 ％ 75.9 ％ 9.4 ％ ―

平成14年度 1兆169.00億円 △ 4.7 ％ 9871.19億円 △ 4.3 ％ 1兆1411.54億円 △ 0.5 ％ 78.8 ％ 9.4 ％ ―

平成15年度 9812.63億円 △ 3.5 ％ 9494.20億円 △ 3.8 ％ 1兆1485.33億円 0.6 ％ 79.4 ％ 9.5 ％ ―

平成16年度 9549.45億円 △ 2.7 ％ 9218.43億円 △ 2.9 ％ 1兆1219.27億円 △ 2.3 ％ 83.0 ％ 10.0 ％ ―

平成17年度 9449.20億円 △ 1.0 ％ 9141.38億円 △ 0.8 ％ 1兆860.21億円 △ 3.2 ％ 82.1 ％ 10.5 ％ 16.4 ％

平成18年度 9212.13億円 △ 2.5 ％ 8919.20億円 △ 2.4 ％ １兆459.68億円 △ 3.7 ％ 82.5 ％ ― 17.7 ％

注　１　平成13年度以降の経常収支比率は臨時財政対策債、減税補てん債を経常一般財源等に加えた場合の数値。

　　２　経常収支比率と起債制限比率、実質公債費比率は単純平均。

　　３　地方債現在高は平成13年度から特定資金公共投資事業債を除く。

決算規模、経常収支比率、起債制限比率、実質公債費比率の推移
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表　１　　歳入内訳（市町村計）

平成18年度 平成17年度

決　算　額 構  成  比 決　算　額 構　成　比
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

2,886.97 億円 1.2 ％ 31.3 ％ 2,853.13 億円 1.4 ％ 30.2 ％ 33.84 億円 

市  町  村  民  税 1,142.08 億円 8.5 ％ 12.4 ％ 1,053.01 億円 3.3 ％ 11.1 ％ 89.07 億円 

内 　うち 所 得 割 781.59 億円 8.6 ％ 8.5 ％ 719.85 億円 4.0 ％ 7.6 ％ 61.73 億円 

　うち 法 人 税 割 249.86 億円 11.1 ％ 2.7 ％ 224.82 億円 1.2 ％ 2.4 ％ 25.04 億円 

訳 固  定  資  産  税 1,409.97 億円 △ 3.8 ％ 15.3 ％ 1,465.66 億円 0.5 ％ 15.5 ％ △ 55.69 億円 

そ　　　 の　　　 他 334.93 億円 0.1 ％ 3.6 ％ 334.46 億円 △ 0.7 ％ 3.5 ％ 0.47 億円 

1,542.74 億円 △ 7.4 ％ 16.7 ％ 1,665.23 億円 △ 10.4 ％ 17.6 ％ △ 122.49 億円 

4,429.71 億円 △ 2.0 ％ 48.1 ％ 4,518.36 億円 △ 3.3 ％ 47.8 ％ △ 88.64 億円 

2,379.33 億円 △ 4.0 ％ 25.8 ％ 2,478.05 億円 2.6 ％ 26.2 ％ △ 98.72 億円 

565.29 億円 △ 11.0 ％ 6.1 ％ 635.12 億円 14.5 ％ 6.7 ％ △ 69.83 億円 

348.24 億円 △ 4.3 ％ 3.8 ％ 363.97 億円 4.8 ％ 3.9 ％ △ 15.73 億円 

782.52 億円 △ 2.9 ％ 8.5 ％ 806.16 億円 △ 13.3 ％ 8.5 ％ △ 23.64 億円 

707.02 億円 9.2 ％ 7.7 ％ 647.53 億円 2.7 ％ 6.9 ％ 59.49 億円 

4,782.41 億円 △ 3.0 ％ 51.9 ％ 4,930.84 億円 1.1 ％ 52.2 ％ △ 148.43 億円 

9,212.13 億円 △ 2.5 ％ 100.0 ％ 9,449.20 億円 △ 1.0 ％ 100.0 ％ △ 237.07 億円 

6,779.54 億円 △ 2.4 ％ 73.6 ％ 6,945.05 億円 △ 0.7 ％ 73.5 ％ △ 165.51 億円 

（注）端数処理のため、計が一致しない場合がある。
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表　２　目的別歳出内訳（市町村計）

平成18年度 平成17年度

決　算　額 構  成  比 決  算  額 構  成  比
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

議　　　　　　会　　　　　　費 82.87 億円 △ 9.0 ％ 0.9 ％ 91.06 億円 △ 12.0 ％ 1.0 ％ △ 8.19 億円 

総　　　　　　務　　　　　　費 1,170.31 億円 △ 3.6 ％ 13.1 ％ 1,214.35 億円 △ 7.0 ％ 13.3 ％ △ 44.04 億円 

民　　　　　　生　　　　　　費 1,974.37 億円 1.5 ％ 22.1 ％ 1,945.38 億円 3.1 ％ 21.3 ％ 28.99 億円 

衛　　　　　　生　　　　　　費 703.40 億円 △ 3.4 ％ 7.9 ％ 728.13 億円 0.1 ％ 8.0 ％ △ 24.73 億円 

労　　　　　　働　　　　　　費 33.81 億円 0.6 ％ 0.4 ％ 33.60 億円 △ 12.6 ％ 0.4 ％ 0.21 億円 

農　 林　 水　 産　 業　 費 424.81 億円 0.4 ％ 4.8 ％ 422.92 億円 △ 9.6 ％ 4.6 ％ 1.89 億円 

商　　　　　　工　　　　　　費 591.24 億円 △ 2.9 ％ 6.6 ％ 608.79 億円 △ 3.1 ％ 6.7 ％ △ 17.55 億円 

土　　　　　　木　　　　　　費 1,267.80 億円 △ 3.3 ％ 14.2 ％ 1,310.69 億円 △ 0.7 ％ 14.3 ％ △ 42.89 億円 

消　　　　　　防　　　　　　費 290.73 億円 △ 2.8 ％ 3.3 ％ 299.00 億円 △ 3.6 ％ 3.3 ％ △ 8.27 億円 

教　　　　　　育　　　　　　費 883.04 億円 △ 9.4 ％ 9.9 ％ 975.15 億円 5.1 ％ 10.7 ％ △ 92.11 億円 

災     害     復     旧     費 102.78 億円 0.9 ％ 1.2 ％ 101.88 億円 65.4 ％ 1.1 ％ 0.90 億円 

公　　　　　　債　　　　　　費 1,392.41 億円 △ 0.5 ％ 15.6 ％ 1,399.40 億円 △ 2.2 ％ 15.3 ％ △ 6.99 億円 

前 年 度 繰 上 充 用 金 0.00 億円 皆減 0.0 ％ 2.14 億円 皆増 0.0 ％ △ 2.14 億円 

そ　　　　　　の　　　　　　他 1.66 億円 △ 81.4 ％ 0.0 ％ 8.89 億円 △ 14.0 ％ 0.1 ％ △ 7.23 億円 

歳　　　出　　　合　　　計 8,919.20 億円 △ 2.4 ％ 100.0 ％ 9,141.38 億円 △ 0.8 ％ 100.0 ％ △ 222.18 億円 

（注）端数処理のため、計が一致しない場合がある。
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表　３　　性質別歳出内訳（市町村計）

平成18年度 平成17年度

決  算  額 構  成  比 決  算  額 構  成  比
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

人　　　　　 件　　　　　 費 1,601.85 億円 △ 2.3 ％ 18.0 ％ 1,640.16 億円 △ 1.5 ％ 17.9 ％ △ 38.31 億円 

扶　　　　　 助　　　　　 費 742.46 億円 4.8 ％ 8.3 ％ 708.51 億円 5.1 ％ 7.8 ％ 33.95 億円 

公　　　　　 債　　　　　 費 1,392.34 億円 △ 0.5 ％ 15.6 ％ 1,399.34 億円 △ 2.2 ％ 15.3 ％ △ 7.00 億円 

小　　　　　計 3,736.65 億円 △ 0.3 ％ 41.9 ％ 3,748.02 億円 △ 0.6 ％ 41.0 ％ △ 11.37 億円 

普  通  建  設  事  業  費 1,281.64 億円 △ 8.9 ％ 14.4 ％ 1,406.86 億円 △ 7.9 ％ 15.4 ％ △ 125.22 億円 

　　うち 補 助 事 業 費 449.50 億円 △ 4.3 ％ 5.0 ％ 469.66 億円 6.9 ％ 5.1 ％ △ 20.16 億円 

　　うち 単 独 事 業 費 779.93 億円 △ 14.0 ％ 8.7 ％ 907.07 億円 △ 13.6 ％ 9.9 ％ △ 127.14 億円 

災　　害　　復　　旧　　費 102.78 億円 0.9 ％ 1.2 ％ 101.88 億円 65.4 ％ 1.1 ％ 0.90 億円 

小   　　  計 1,384.42 億円 △ 8.2 ％ 15.5 ％ 1,508.73 億円 △ 5.1 ％ 16.5 ％ △ 124.32 億円 

物　　　　　 件　　　　　 費 1,060.08 億円 △ 6.0 ％ 11.9 ％ 1,127.33 億円 0.3 ％ 12.3 ％ △ 67.25 億円 

維　　持　　補　　修　　費 94.77 億円 △ 19.0 ％ 1.1 ％ 116.94 億円 8.0 ％ 1.3 ％ △ 22.17 億円 

補       助       費       等 1,089.31 億円 △ 3.5 ％ 12.2 ％ 1,129.36 億円 0.9 ％ 12.4 ％ △ 40.05 億円 

積　　　　　 立　　　　　 金 279.04 億円 4.7 ％ 3.1 ％ 266.54 億円 △ 6.3 ％ 2.9 ％ 12.50 億円 

繰　　　　　 出　　　　　 金 852.33 億円 4.0 ％ 9.6 ％ 819.34 億円 3.3 ％ 9.0 ％ 32.99 億円 

出 資 金 ・ 貸 付 金 等 422.60 億円 △ 0.1 ％ 4.7 ％ 422.98 億円 △ 1.8 ％ 4.6 ％ △ 0.38 億円 

前 年 度 繰 上 充 用 金 0.00 億円 皆減 0.0 ％ 2.14 億円 皆増 0.0 ％ △ 2.14 億円 

小　　　　計 3,798.14 億円 △ 2.2 ％ 42.6 ％ 3,884.63 億円 0.7 ％ 42.5 ％ △ 86.49 億円 

8,919.20 億円 △ 2.4 ％ 100.0 ％ 9,141.38 億円 0.8 ％ 100.0 ％ △ 222.18 億円 

（注）１　普通建設事業費の補助、単独事業費には国直轄事業負担金、県営事業負担金は含まない。
（注）２　端数処理のため、計が一致しない場合がある。
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